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なる前段階において排除されることになった。このことから、促進政策は登用段階（登用の数

値目標の設定、受験資格の緩和）だけではなく、教員のキャリア形成の契機に注意を払い、管

理職候補者として成長する段階へも影響を与えること、つまり養成段階の制度設計まで変えう

ることが期待されよう。  

第 4 に、上記の「システム内在的差別」に対し、女性自身が作った独自のシステムの存在を

明らかにした。女性管理職会、中堅女性教員研修会は管理職候補者の確保の段階で排除される

傾向にある女性教員を独自に育成し、女性管理職への道を開拓することに寄与していた。つま

り女性教員は現行の人事システムにある「システム内在的差別」を克服する仕組みを自ら作っ

ていた。しかし、中堅女性教員研修会は推薦制となっており女性教員内での排除の可能性が存

在していた。教員のキャリア形成の契機に配慮がなされた仕組みを作らなければ、女性教員に

とっても、さらには管理職になることを望まない男性教員にとっても、キャリア発達上の困難

は続くことになる。  
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【概要】 

 
（１）各章の概要 

本研究は、学校経営過程分析における方法論の検討を目的とするものである。断続的に実施

された自律的学校経営を志向した学校制度改革を受け、各学校は「自律」に至る道筋を模索し

ている。しかしその一方で、学校経営研究、とりわけ上記領域を射程に入れる学校経営過程研

究は、個々の学校がいかに「自律」しうるかというプロセスを示すことはできていない。なぜ

なら従来の研究は、予め設定した枠組みを用いて対象事例を分析し、当該現象の理解や要因の

検討を行うに留まるものであり、様々なアクターの相互作用でなされる学校経営過程の把握や、
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その説明と予測をなす「研究知」を生成する方法論を持ち得ていないからである。自律的学校

経営の更なる進行が予想される現在、学校経営研究における方法論の検討は喫緊の課題といえ

る。そこで本研究は上記検討を目的とし、その分析視座としては、ミドル教員によって主体的

に行われるアイディア実現行動である「ミドル・アップダウン・マネジメント」を設定した。 

第１章では、ミドル・アップダウン・マネジメント概念の整理を行った。近年進行する自律

的学校経営志向の学校経営改革や「団塊の世代」とその後に続くベテラン層の大量退職を背景

とし、主任や「新しい職」、中堅教員といった学校組織におけるミドル教員への期待が高まっ

ている。そしてその役割期待として多くの先行研究が挙げるのが、学校組織内外で生じる課題

や葛藤を調整し解決するという、一般経営学において提唱されたミドル・アップダウン・マネ

ジメントである。学校組織におけるミドル・アップダウン・マネジメントは、一般企業に比べ

はるかに組織規模が小さく、かつ、企業のミドル（中間管理職）に比べ権限の所在が不明確な

ミドル教員によってなされるものであり、そのプロセスでは必然的に濃密な相互作用が求めら

れると考えられる。よって、学校組織におけるミドル・アップダウン・マネジメントは、本研

究が考察対象とする学校経営過程分析に最適の事例といえる。しかし上記の通り、ミドル・ア

ップダウン・マネジメントは一般経営学で提示されたマネジメント・スタイルであるため学校

経営への適用には検討が必要であるが、先行研究ではその点が看過されており、いわば理論先

行の状況にある。それゆえ、まずは学校組織におけるミドル・アップダウン・マネジメントの

実際を捉える必要がある。  

そこで第２章及び第３章では、学校組織におけるミドル・アップダウン・マネジメントの実

際を捉える作業を行った。第２章では、校舎増築により生じた「運動会競技観覧スペース不足」

と「休憩スペース不足」への対応を中心とする「運動会の運営」を事例に検討を行った。当該

事例では、ミドル教員が課題解決策としてのアイディア「一時観覧席設置」と「全校舎開放」

を創造し、その実現へ向け周囲を巻き込み、組織に生じた課題を解決するプロセスを示した。 

第３章では、停滞する校内授業研究の活性化策「交流タイム」導入に関する事例研究を行っ

た。当該事例はアイディア創造者であるミドル教員と、そのアイディア修正を図った教員によ

ってなされたミドル・アップダウン・マネジメントであり、その様相からは、第２章同様、ミ

ドル教員が周囲を巻き込みアイディアを実現するプロセスを示した。  

以上、第２章及び第３章における分析を通じ、ミドル・アップダウン・マネジメント実現要

因としての「巻き込み」の存在が明らかになった。しかしこれはミドル・アップダウン・マネ

ジメント実現要因の抽出に留まるものであり、ミドル・アップダウン・マネジメントの鍵とな

る「巻き込み」がいかにしてなされるかというプロセスは明らかになっていない。そこで第４

章では、上述のミドル・アップダウン・マネジメントにおける「巻き込み」プロセスのような

学校経営過程を把握可能な方法論として、修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ

（ Modified Grounded Theory Approach、 M-GTA）を取り上げ、その特徴を整理した。  

そして第５章ではこの M-GTA を用い、「ミドル・アップダウン・マネジメントにおける「巻

き込み」プロセス」の分析を行った。その結果、以下のプロセスが明らかになった（図１）。  

 

周囲の［巻き込み］が重要となるミドル・アップダウン・マネジメントを通じたアイディ

ア実現行動は、ミドル教員が置かれる「ミドル」という立場ゆえ生じる［現実との対峙］が

契機となり始まる。この［現実との対峙］とミドル教員の［成長の探求］の往還から学校改

善へ向けた取り組みであるアイディアが発案され、アイディアは［改善策の可視化］によっ

て周囲へと提示される。ただし、ミドル教員によって発案されたアイディアは必ずしも周囲

の賛同を得られるとは限らず、ミドル教員は［周囲の「思い」の察知］に至ることになる。

そして、この過程で知りえた周囲の様々な「思い」へ対処するべく、ミドル教員は自身の「ミ
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図１  分析結果図  

「ミドル・アップダウン・マネジメントにおける「巻き込み」プロセス」  

 

（２）本論の成果 

本論の成果は、学校経営過程研究に対するものと、学校経営組織研究、とりわけミドル研究

に対するものの２側面がある。 

まず、学校経営過程研究に対する成果としては、本論が研究目的とした「学校経営過程研究

における方法論」として、M-GTA の可能性を提示した点を挙げることができる。従来の学校経

営過程研究は予め設定した枠組を用いて対象事例を分析し、当該現象の理解や要因の検討を行

うに留まり、様々なアクターの相互作用でなされる学校経営過程を把握する方法論を持ち得て

いなかった。 

そこで本研究では、人間の行動や他者との社会的相互作用によってなされる“うごき（変化・

プロセス）”を研究対象とする M-GTA を用いて分析を行った結果、学校組織におけるミドル・

アップダウン・マネジメントという学校経営過程を説明可能な理論（グラウンデッド・セオリ

ー）を生成することができた。 

学校経営過程研究は戦後以降、相当数の研究蓄積がなされているが、教師の自律的な教育活

動によってなされる複雑なプロセスを捉え、その説明と予測を可能とする「研究知」を産出し

た先行研究は見当たらず、学校経営過程研究はその研究方法論を模索していた。その点本研究

で用いた M-GTA は、学校経営過程研究に新たな研究方法の可能性を提示するものといえる。 

次に、学校経営組織研究、特にミドル研究に対する成果を二点述べる。一つ目は、学校組織
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におけるミドル・アップダウン・マネジメントの実際を提示した点である。団塊世代の大量退

職や自律的学校経営の進行を背景とし、ミドル教員に対するミドル・アップダウン・マネジメ

ント主体としての役割期待が高まっている。しかし先行研究は、「ミドル教員はこうあるべき」

といった当為論の展開に留まり、ミドル・アップダウン・マネジメントがいかにしてなされる

かという実際が示されてこなかった。これに対し本研究は二つの事例研究を通じて、ミドル・

アップダウン・マネジメント実現要因としての「巻き込み」を提示するとともに、 M-GTA を用

いた分析により、「成長」の理念を根底に据えたミドル教員と周囲の相互作用で果たされる、

学校組織特有のミドル･アップダウン･マネジメントプロセスを提示した。  

ミドル研究に対する成果の二つ目は、学校組織におけるミドル教員の再定義必要性を示した

点である。本論におけるミドル・アップダウン・マネジメントに関する事例研究と M-GTA 分析

を通じたプロセスの把握からは、学校組織における「トップ」「ミドル」「ボトム」の立場は流

動的であり、課題に応じて「巻き込み」の主体である「ミドル」が変化していること、その「ミ

ドル」は周囲からの承認を経て生み出される存在であることが読み取れる。そしてこの理由は

学校組織の固有性に見出すことができる。  

一般経営学が分析対象とする一般企業は、利益や効率といった成果指標が明らかであるため、

組織目的が描きやすい。しかし学校組織は、教育対象の不確定さや成果の不明確さゆえ組織目

的も曖昧になりがちである。また加えて、組織規模が大きくならざるをえない一般企業では、

「トップ」「ミドル」「ボトム」の線引きが比較的容易であるが、組織規模が小さい学校組織は、

教師に一定の裁量を与えることで組織に内在する上述の課題に対応しており、「トップ」「ミド

ル」「ボトム」の線引きは困難になる。それゆえ、学校組織においてなされるミドル・アップ

ダウン・マネジメントでは、組織が直面する課題に応じ、また組織構成員からの承認を経るこ

とで「ミドル」が流動的に変化するのである。  

上記分析結果は、従来想定されていたミドル教員の再定義必要性を示唆するものである。従

来のミドル研究はその対象を、主任や「新しい職」といった「職位を担う人物」として捉えて

きた。しかし本分析結果が示す学校組織における「ミドル」の流動性と、その規定要因として

の組織構成員からの承認の存在を考慮するならば、「ミドル」を単に職位や年齢に置き換える

ことは困難である。すなわち、学校組織におけるミドル教員は職位や年齢に規定されるのでは

なく、学校組織がおかれる状況、直面する課題に応じて変化する存在であるといえる。  

上述した本論の知見は、各学校が今後さらなる自律的経営を行う上での契機となるとともに、

近年の学校組織における課題「ミドルリーダー育成」への手掛かりになり得るものといえる。 

 

（３）本論の課題 

本研究では、「学校経営過程分析の方法論」として、 M-GTA の可能性を提示した。しかし本

論は分析視座として設定したミドル・アップダウン・マネジメントプロセスの提示に留まるも

のであり、その他学校経営過程を提示するものではない。  

自律的学校経営の進展が志向される近年、その方策は多岐にわたっている。例えば、学校評

価の実施や文部科学省が拡大を企図する学校運営協議会（コミュニティ・スクール）導入は、

各学校が自律的学校経営を成し遂げるための有効な手段といえるが、その効果的な実施プロセ

スは本研究の分析視座として設定したミドル・アップダウン・マネジメント同様、明らかにさ

れていない。また、自律的学校経営について考察するうえでは、「ミドル」への着目だけでな

く、「トップ」層、すなわち校長等の管理職の視点から学校経営過程を捉える必要もあろう。

よって今後は、上記事象・対象の分析を M-GTA によって行い、その説明と予測が可能な「研究

知」（グラウンデッドセオリー）を生成する必要がある。  

また、学校経営過程に影響を与える学校組織文化の関係についても考察する必要がある。
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におけるミドル・アップダウン・マネジメントの実際を提示した点である。団塊世代の大量退

職や自律的学校経営の進行を背景とし、ミドル教員に対するミドル・アップダウン・マネジメ

ント主体としての役割期待が高まっている。しかし先行研究は、「ミドル教員はこうあるべき」

といった当為論の展開に留まり、ミドル・アップダウン・マネジメントがいかにしてなされる

かという実際が示されてこなかった。これに対し本研究は二つの事例研究を通じて、ミドル・

アップダウン・マネジメント実現要因としての「巻き込み」を提示するとともに、 M-GTA を用

いた分析により、「成長」の理念を根底に据えたミドル教員と周囲の相互作用で果たされる、

学校組織特有のミドル･アップダウン･マネジメントプロセスを提示した。  

ミドル研究に対する成果の二つ目は、学校組織におけるミドル教員の再定義必要性を示した

点である。本論におけるミドル・アップダウン・マネジメントに関する事例研究と M-GTA 分析

を通じたプロセスの把握からは、学校組織における「トップ」「ミドル」「ボトム」の立場は流

動的であり、課題に応じて「巻き込み」の主体である「ミドル」が変化していること、その「ミ

ドル」は周囲からの承認を経て生み出される存在であることが読み取れる。そしてこの理由は

学校組織の固有性に見出すことができる。  

一般経営学が分析対象とする一般企業は、利益や効率といった成果指標が明らかであるため、

組織目的が描きやすい。しかし学校組織は、教育対象の不確定さや成果の不明確さゆえ組織目

的も曖昧になりがちである。また加えて、組織規模が大きくならざるをえない一般企業では、

「トップ」「ミドル」「ボトム」の線引きが比較的容易であるが、組織規模が小さい学校組織は、

教師に一定の裁量を与えることで組織に内在する上述の課題に対応しており、「トップ」「ミド

ル」「ボトム」の線引きは困難になる。それゆえ、学校組織においてなされるミドル・アップ

ダウン・マネジメントでは、組織が直面する課題に応じ、また組織構成員からの承認を経るこ

とで「ミドル」が流動的に変化するのである。  

上記分析結果は、従来想定されていたミドル教員の再定義必要性を示唆するものである。従

来のミドル研究はその対象を、主任や「新しい職」といった「職位を担う人物」として捉えて

きた。しかし本分析結果が示す学校組織における「ミドル」の流動性と、その規定要因として

の組織構成員からの承認の存在を考慮するならば、「ミドル」を単に職位や年齢に置き換える

ことは困難である。すなわち、学校組織におけるミドル教員は職位や年齢に規定されるのでは

なく、学校組織がおかれる状況、直面する課題に応じて変化する存在であるといえる。  

上述した本論の知見は、各学校が今後さらなる自律的経営を行う上での契機となるとともに、

近年の学校組織における課題「ミドルリーダー育成」への手掛かりになり得るものといえる。 

 

（３）本論の課題 

本研究では、「学校経営過程分析の方法論」として、 M-GTA の可能性を提示した。しかし本

論は分析視座として設定したミドル・アップダウン・マネジメントプロセスの提示に留まるも

のであり、その他学校経営過程を提示するものではない。  

自律的学校経営の進展が志向される近年、その方策は多岐にわたっている。例えば、学校評

価の実施や文部科学省が拡大を企図する学校運営協議会（コミュニティ・スクール）導入は、

各学校が自律的学校経営を成し遂げるための有効な手段といえるが、その効果的な実施プロセ

スは本研究の分析視座として設定したミドル・アップダウン・マネジメント同様、明らかにさ

れていない。また、自律的学校経営について考察するうえでは、「ミドル」への着目だけでな

く、「トップ」層、すなわち校長等の管理職の視点から学校経営過程を捉える必要もあろう。

よって今後は、上記事象・対象の分析を M-GTA によって行い、その説明と予測が可能な「研究

知」（グラウンデッドセオリー）を生成する必要がある。  

また、学校経営過程に影響を与える学校組織文化の関係についても考察する必要がある。

M-GTA は事象の説明と予測を目的とするため、組織文化といった個々の学校の固有性は捨象せ

ざるをえない。この点が第２章・第３章で行った事例研究との差異であるといえ、M-GTA を用

いた分析を行う上では今後、いかにして固有性を取り扱うかという課題についても検討してい

く必要がある。 

ただし、本論では為しえなかったが、上記課題解決の可能性をもつ方策も存在する。それは

M-GTA 分析結果の検証を通じた検討である。 

M-GTA で生成した理論は、データ分析時点では「分析に用いたデータに関する限り」（木下

2003：26）有効な理論であり、その理論は「データが収集された現場と同じような社会的な場

に戻されて（中略）、応用者が必要な修正を行う」（同：29）ことで検証されるものである。つ

まり、M-GTA で生成された理論は検証作業によって更新され、さらに説明力を増す理論が生成

されるのであり、この検証作業を経ることで、よりリアルな学校経営過程を捉えうると考えら

れる。これはかつて武井が指摘した「地に足の着いた学校経営研究のためには、すべての学校

を同一の射程でとらえるのではなく、たとえ適用範囲は狭くとも対象の同質性を高め、分析の

過程を緻密化する」（武井 1995：96）ことと同一の立場であると考えられる。この作業を通じ、

M-GTA 分析結果を吟味することにより、学校経営過程への学校組織文化の影響を考察すること

も可能であると考えられる。よって今後は、上記視点のもと分析結果の緻密化を図るとともに、

その際必然的に求められる研究者と実践者をつなぐ分析結果の提示方法や、実践―研究のコラ

ボレーションの在り方も含め検討していく必要がある。 
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